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はじめに
スイスでは近年, 連邦憲法の全面改正 (1999 年) と















テッシン (ティッチーノ) (1997 年)
＜連邦憲法全面改正 (1999 年)＞
ノイエンブルク (ヌシャテル) (2000 年)
ザンクト・ガレン (2001 年)
シャフハウゼン (2002 年)
ヴァート (ヴォー) (2003 年)
グラウビュンデン (グリジオーニ) (2003 年)





























Faculty of Child Development, Nihon Fukushi University
動向紹介
日本福祉大学子ども発達学論集 第 1号 2009 年 3 月
を行使する｣ (3 条) としている. 連邦国家の支分邦に
対して, 一定の範囲内で独立の決定権限すなわち自治が
保障されることは, 連邦国家の憲法秩序を構成する本質
















































正されたニトヴァルデン (1965 年) およびオプヴァル
デン (1968 年) のそれがある. 両憲法とも, 公的任務
としての自然および郷土の保護に関する規定をおいてい
る.
1970 年代になると, 71 年の国民投票によって連邦憲





になってくる. アールガウ憲法 (1980 年), バーゼル農
村部憲法 (1984 年), ゾロトゥルン憲法 (1986 年) は,
数カ条を有している. このほかウーリ憲法 (1984 年),
トゥールガウ憲法 (1987 年), グラールス憲法 (1988 年)
の改正においても, 環境規定が導入されている. 部分改














































第 2編：基本権, 社会権, 社会目標










































命の基盤に対する責任｣ が規定されている (21 条 2項).
教育・研究に関しては, 公的任務の章でも, 教育目標と
して ｢環境に対する責任意識の強化｣ があげられている















基づいて負担することを通例とする｣ の 5 項を有する
(31 条).
さらに, 環境保護に配慮した国土・建築計画 (33 条),
環境適合的でエネルギー節約型の交通秩序 (34 条), 環
境適合的なエネルギー供給, 水・エネルギーの節約型利
用 (35 条), 汚水の環境適合的な浄化, 利用可能な廃棄







サラディンは, その原則として, ｢永続可能性｣, ｢優越





































全する共同の責任が盛りこまれている (26 条 1 項).
公的任務の章では, まず総論部分で公的任務の遂行に
おいて自然的生活基盤が保護されるべきことを規定する















序 (32 条 1 項), 環境適合的な汚水処理 (33 条 2 項),
環境保護的なエネルギー供給 (34 条 1 項), 再生可能エ
ネルギーの利用 (同 2 項), 廃棄物再利用 (35 条 1 項)
などの規定のほか, 教育の原則について, 共生世界に関
する責任の促進を規定している (36 条 1 項).
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護｣ があげられている (4 条 1 項).
第 2 章基本権及び義務では, 義務の条項で, ｢将来世






第 3章社会権及び社会目標では, 社会目標として, 自
然環境を有害および負荷的な影響から保護し将来世代の
ために保全することがあげられている (14 条 1 項).








2章：議会 (A. 構成；B. 権限；C. 組織)










第 1章総則では, 国とゲマインデの任務として, 環境
の保護および健全な保全が盛り込まれている (5 条 1 項





































に関する共同責任｣ が述べられている (6 条).




負うこと｣ を掲げている (16 条). 農業および林業に関
する条項でも, 目標として, 自然, 人間および経済に関
する多様な任務を充足しうる効率的で永続可能な農林業
が掲げられている (20 条). さらに教育の条項では,
｢教育, 学術的教授及び研究の, 人間及び共生世界に対
する責任｣ が述べられている (10 条 3 項).






















総則では, ｢責任及び義務｣ という条項が置かれ, 各
人の ｢環境に関する共同責任｣ に言及される (6条 2項).








条) ほか, 土地計画 (82 条), 交通 (83 条), 水, エネ

























2 章：議会 (A. 原則；B. 構成；C. 組織および
議員の地位；D. 権限)
3 章：参事会 (A. 原則；B. 構成；C. 組織；D.
権限)
4 章：裁判所 (A. 総則；B. カントン裁判所；C.
憲法裁判所)























ている (6 条 1 項). 自己責任の条項では, ｢将来世代が
自己の将来について自ら決定する可能性を保障する共同




の多様性の保護について規定されている (52 条). 土地
計画, エネルギー, 交通および通信の項目においては,
水やエネルギーの供給が環境保護と関連づけられ (56
条 2 項), 再生可能エネルギーの利用と開発の促進 (同
3 項) について規定されていると同時に, 核エネルギー
の放棄の努力 (同 4項) に言及されている点が注目され
よう. 経済の項目では, 農林業が環境と関連づけられて
いる (59 条 1 項).
ヴァート憲法の最大の注目点は, 国家及びゲマインデ
の任務及び責任の章に, ｢将来問題｣ との標題をもつ項
目が置かれていることである. すなわち第 3 部第 11 章
第 72 条の, ｢国は将来に備えるため将来問題に関する委




な新しさ｣ を見いだしている. ただし ｢ユートピア的な
性格｣ との評価を付け加えているが(21).









2節：議会 (A. 組織；B. 任務)


































ている (80 条). 環境保護, 自然および郷土の保護の条
項では, カントンは人間および自然環境を有害および負
荷的な影響から保護するための連邦法律を執行すること
や, 費用の原因者負担 (81 条 1 項), カントンおよびゲ
マインデは動物界および植物界ならびにその生息域の保
護および保存のために配慮すること (同条 2項) につい
て規定している. 経済の項目では, 経済政策の条項で永
続可能な経済に言及している (84 条 1 項).

















前文は, ｢将来世代に対する責任｣ の意識, および
｢環境を尊重する社会建設の努力｣ に言及している.
総則では, 国家目標として ｢環境保護｣ および ｢永続
可能な発展｣ をあげ (3 条), 義務の条項で ｢将来世代
に対する共同責任｣ (7 条 2 項) に言及している.
基本権及び社会権の章では, 学問の自由の条項で ｢人
間, 動物および植物ならびにその生命基盤に対する責任｣




項をおき, ｢世代間の理解と連帯の促進｣ (62 条) を規
定していることが興味深い. 教育の条項では, 教育目標
として ｢環境に対する責任感｣ (64 条 2 項) に言及して
いる. 自然環境の保護や再生可能エネルギーの利用およ
び開発の促進 (71 条), および自然や動植物の多様性と
その自然の生息域の保護の条項 (73 条) のほか, 農林
業をその ｢保護とエコロジーと利用と福祉の機能におい
て｣ 連邦と協力して奨励し支援する (74 条) との興味
深い規定も置かれている.
なお環境関連規定ではないが, フライブルク憲法のユ




憲国家の作業場における 『小スイス』 の創造性｣ を発揮
していると評価している(23).






5章：国民権 (A. 投票権および選挙権；B. 発案権；
C. 国民投票；D. 立法；E. 民主的参加)
6 章：官庁 (A. 総則；B. カントン議会；C. 参事
会；D. 司法；E. その他の官庁)
7章：ゲマインデ (A. 総則；B. ゲマインデの協力；
C. 監督)
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エコロジー的, 経済的および社会的に永続可能な発展の
義務を負う｣ ことが規定されている (6 条).
公的任務の章では, 公的任務に関する原則として,
｢公的任務の永続可能な履行｣ (95 条 2 項) があげられ
ている. そのうえで環境保護の条項が置かれ, 環境保護,
費用の原因者負担, 永続可能な技術などについて規定し
ている (102 条). また自然保護の条項で, 動物界およ
び植物界の保護 (103 条 1 項) について規定しているほ
か, 環境適合的な交通秩序 (104 条 1 項) や, 環境保護
的なエネルギー供給 (106 条 1 項), 永続可能な農林業
(108 条) についても規定している(24).






























努力することが規定されている (15 条 2 項). 教育の原
則の条項では, 教育目標として, 共生世界に対する責任
意識に言及されている (17 条)(25). 環境保護の規定 (33
条) が置かれるとともに, 交通政策, エネルギーや土地
利用を環境と関連づけた規定が置かれている (30 条 1
項, 31 条 1 項, 34 条 1 項).
バーゼル都市部の憲法には, 全体の構成の点でも, ユ
ニークなところがある. 第 2章基本権および基本権目標
















2節：カントン議会 (a. 組織；b. 任務)









関する共同の責任｣ (3 条 2 項) に言及している.
カントンおよびゲマインデの任務の章では, 任務のひ
とつとして ｢環境保護｣ (11 条 h 号) があげられるとと
もに, 任務の原則として ｢自然的生命基盤の保全｣ の尊














5 章：官庁 (A. 原則；B. カントン議会；C. 参事
会および行政；D. 司法；E. オンブズ機関)








いる. 意見表明のための解説は, この責任について ｢環
境に対する責任｣ と説明している.








｢環境｣ については, 第 3 章 ｢国家の活動の方向性｣
の B ｢国家の活動・各論｣ に 3項からなる規定を置いて
いる (24 条).
第 1 項 ｢国家は, 自然環境を有害および不都合な影響
から保護する.｣
第 2 項 ｢国家は, 自然的生活基盤の倹約的利用に配慮
する.｣





































































































デン憲法は, 基本権の章で, 研究の自由を, 人間, 動物
および植物の生命およびその生命の基盤に対する責任と
の関係で義務づけている. フライブルク憲法も, 基本権












責任) (88 条), フライブルク (環境に対する責任感)
(64 条 2 項), バーゼル都市部 (共生世界に対する責任














も, チューリヒ, バーゼル都市部, ルツェルンなどでそ
の憲法規定化が提案され議論の対象となった.
なかでも, チューリヒ緑の党により 1994 年に構想さ





A. 基本権；B. 国家活動の原則；C. 社会権
D. 自然の権利




B. カントン議会 (1. 地位および組織；2. 任務)
















































ジー評議会 (Der Oekologische Rat)｣ の設置が構想さ
れ, その役割, 構成, 選任, 任務に関する 4カ条からな
る項目が立てられていることである.
第 74 条 (作用) エコロジー評議会は, 自然の代理人と
してカントンの立法に参加し, 環境立法を重視するた
めに環境に関連するカントンの計画に協力する.
第 75 条 (構成) エコロジー評議会は, エコロジー問題
の専門家 15 名で構成する.
第 76 条 (選任) エコロジー評議会の構成員は, カント
ン議会により選任される. 構成員は, カントンの閣僚,
議員, 裁判官のいずれであることも認められない.
第 77 条 (任務) 政府は, 法律案および決定が議会に送
付される前にエコロジー評議会に提出する. エコロジー
評議会は, 議案が環境保護に関し根本的な意義を有す














の章に ｢将来問題｣ との標題をもつ項目をおいた. 国は
将来に備えるため将来問題に関する委員会を招聘すると
の規定である. これは未来評議会 (Zukunftsrat) を初
めて規定したものだとする評価もある. 未来評議会とは,


















より 2008 年 6 月に発表された意見聴取草案に対する意見
聴取手続が 2009 年 1 月末日まで行われている. 新連邦憲
法については小林武 ｢スイス新連邦憲法・試訳｣ 『南山法
学』 23 巻 4 号, 37 頁以下. 全面改正と部分改正の区別に
ついては同 『現代スイス憲法』 法律文化社 1989 年, 116
頁以下.
 Hberle, Peter, Neueste Schweizer Kantonsverfassungen
─ eine Einfhrung mit Dokumentationen, Jahrbuch des
ffentlichen Rechts der Gegenwart 56 (2008), S. 279ff.
 Saladin, Peter, Umweltverfassung, in: Klin, Walter /
Urs Bolz, Handbuch des bernischen Verfassungsrechts,
Bern1995, S. 71ff.
 ノイエンブルク (フランス語ではヌシャテル) とヴァート
(フランス語ではヴォー) は公用語はフランス語, フライ
ブルク (フランス語ではフリブール) はドイツ語とフラン





 拙稿 ｢スイスのカントン憲法改正とエコロジー｣ 『長崎総
合科学大学紀要』 43 巻 1 号, 51 頁以下, 同 ｢スイスにお
けるエコロジー憲法の展開｣ 『名古屋大学法政論集』 213




22 集, 49 頁以下がある.
 小林前掲 (注 1) 『現代スイス憲法』, 26 頁以下.
 Hfelin, Ulrich / Walter Haller, Schweizerisches Bun-
desstaatsrecht, 5. Aufl., Zrich 2001, S. 270f.
 Saladin, Lebendiger Fderalismus, in: ders., Die Kunst
der Verfassungserneuerung, Basel und Frankfurt am
Main 1998, S. 167ff.
	 Hberle, Die Kunst der kantonalen Verfassungsgebung
－ das Beispiel einer Totalrevision in St. Gallen (1996),
in: ders., Europische Verfassungslehre in Einzelstu-
dien, Baden-Baden 1999, S. 316ff.

 Keller, Helen, Umwelt und Verfassung, Zrich 1993, S.
104.
 Hberle, a. a. O. (Anm. 9), S. 331.
 Nuspliger, Kurt, Wechselwirkung zwischen neueren
Kantonsverfassungen und der Bundesverfassung, in:
Zimmerli, Ulrich (Hrsg.), Die neue Bundesverfassung:
Konsequenzen fr Praxis und Wissenschaft / Berner
Tage fr die Juristische Praxis, Bern 2000, S. 63ff.
 Hberle, Nachhaltigkeit und Gemeineuropisches Ver-
fassungsrecht － eine Textstufenanalyse, in: Kahl, Wolf-
gang (Hrsg.), Nachhaltigkeit als Verbundbegriff, T-
bingen 2008, S. 187, 199.
 小林 ｢A・ケルツおよび J・P・ミュラーによる新スイス
連邦憲法草案 (1984 年) [試訳]｣ 『南山法学』 9 巻 1 号, 85
頁以下.
 前掲 (注 5) 拙稿 ｢スイスにおけるエコロジー憲法の展開｣.
｢被造物｣ という概念は, 言うまでもなく ｢創造主｣ の存
在を前提とするから, 憲法の世俗性という問題にかかわる
が, 本稿では立ち入らない. Vgl. Hner, Isabelle /
Markus Rssli / Evi Schwarzenbach (Hrsg.), Kommen-
tar zur zrcher Kantonsverfassung, Zrig / Basel /
Genf 2007, S. 24ff.
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 Keller, a. a. O., S. 47ff., 173.
 Bolz / Klin, Die neue Verfassung des Kantons Berns,
in: Klin / Bolz, a. a. O. (Anm. 3), S. 6.




エコロジー規定については, 前掲 (注 5) 拙稿 ｢スイスに
おけるエコロジー憲法の展開｣ 参照.
 Hberle, a. a. O. (Anm. 2), S. 290.
 Ebd., S. 287.
 Ebd.
 Ebd., S. 302f.
	 チューリヒ憲法の環境関連規定については以下を参照する
ことができる. Hner u. a. (Hrsg.), a. a. O. (Anm. 15);
Ettler, Peter, Umweltschutz- und Nachhaltigkeitsziele
in der Zrcher Kantonsverfassung, in: Dhler, Thomas /
Alfred Klz / Markus Notter (Hrsg.), Materialien zur
Zrcher Verfassungsreform 6: Individuum, Staat und
Gesellschaft, Zrich 2000, S. 25ff.; Keller, Nachhaltigkeit
als Verfassungsprinzip, in: Fosco, Leo Lorenzo / Tobias
Jaag / Markus Notter (Hrsg.), Materialien zur Zrcher
Verfassungsreform 9 : Die neue Zrcher Kantonsver-
fassung, Zrich 2006, S. 49ff.

 バーゼル憲法の教育目標規定についてヘーベルレは, 共生
世界 (Mitwelt) に加えて後世 (Nachwelt) の次元を掲げ
るべきではなかったかとコメントしている. Hberle, a. a.
O. (Anm. 2), S. 300.
 Hberle, a. a. O. (Anm. 2), S. 303.
 Ebd., S. 282.
 近年の憲法の前文における将来世代に対する責任の承認に
ついては, vgl. Kirste, Stephan, Die Zeit der Verfassung,
Jahrbuch des ffentlichen Rechts der Gegenwart 56
(2008), S. 45. なお ｢被造物｣ という表現は, 注 15 で述
べたとおり, 自然や環境という表現と違って ｢神への呼び
かけ (invocatio dei)｣ と同じく憲法の世俗性にかかわる
問題を含む.
 Hner u. a. (Hrsg.), a. a. O. (Anm. 15), S. 88.
 Hberle, a. a. O. (Anm. 13), S. 186.
 Keller, a. a. O. (Anm. 24), S. 54.
 Hberle, a. a. O. (Anm. 13), S. 200.
 Keller, a. a. O. (Anm. 24), S. 63.
 Kahl, Wolfgang, Staatsziel Nachhaltigkeit und Gene-





ける教育憲法思想｣ 『名古屋大学法政論集』 149 号 (1993
年), 331 頁以下がある.
 エコロジー評議会についてより詳細には, 拙稿 ｢エコロジー
的安全と憲法 ドイツ語圏諸国のエコロジー評議会構
想｣ 森英樹編 『現代憲法における安全 比較憲法学的研究
をふまえて』 日本評論社 2009 年, 682 頁以下参照.
 Saladin / Christoph Andreas Zenger, Rechte knftiger
Generationen, Basel 1988.
 Die Grne Fraktion des Kantonsrates, Eine Grne Ver-
fassung fr den Kanton Zrich, 1994.
 Binswanger, Hans Christoph, Nachhaltigkeit und Ver-
fassung, Zeitschrift fr Kultur, Politik, Kirche (Re-
formatio) 1996, S. 300ff.
 Hberle, a. a. O. (Anm. 13), S. 186f.
 Hner u. a., a. a. O. (Anm. 15), S. 85.
 Vgl. Tremmel, Jrg, Generationengerechtigkeit in der
Verfassung, Aus Politik und Zeitgeschichte 8/2005, S.
18ff.
 法案 (2006 年 11 月 9 日提出) と左翼党による対案 (｢世
代間闘争でなく社会的公正を｣) およびそれに関する連邦
議会での公聴会 (2008 年 10 月 15 日開催) について以下
を参照のこと. BT-Drucksache 16 / 3399; BT-Drucksache





提案についてはさらに vgl. Karl, a. a. O. (Anm. 34), S.
11. ドイツにおける法政策的提言についてはさらに vgl.
Karl, Nachhaltigkeit und Institutionen － ein rechtswis-
senschaftliche Perspektive, in: ders. (Hrsg.), Nach-
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